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1.　まえがき

　極超音速飛行実験（HYFLEX：Hypersonic Flight

Experiment）は、再使用型宇宙輸送システムの実現に向

けた主要な技術の確立を目的とする宇宙往還技術試験機

（HOPE-X：H-ⅡOrbiting Plane-Experimental）の開発に必

要となる極超音速飛行に関する基礎データを取得し、基

盤技術の蓄積を図ることを目的としている。平成6年2月

にH-Ⅱロケット試験機第 1号機により打ち上げられた

OREX（軌道再突入実験：Orbital Reentry Experiment）は、

軸対称カプセルであったのに対し、HYFLEX実験機はリ

フティングボディであり機体で発生した揚力を用いて誘

導を行う点に特徴がある。具体的には、空力加熱データ

の取得、空力特性基礎データの取得、誘導制御則の評価

データの取得、耐熱／耐熱材料、構造の評価データの取

得、ブラックアウトデータの取得等を行うことが目的で

ある。これらのデータ解析結果等の技術的な内容に関し

ては関連学会およびシンポジウム等1）～6）で研究発表され

ている。

　本報告は、極超音速飛行実験に関して、航空宇宙技術

研究所（以下NALと略す）独自の実験隊を編成し、宇宙

開発事業団（以下NASDAと略す）が編成する極超音速

極超音速飛行実験（HYFLEX）の実施体制について＊

　

末　松　俊　二＊1　伊　藤　婦　美　子＊2　岩　崎　和　夫＊3

多　田　　　章＊1　鈴　木　誠　三＊1

　

Organization of experiment for Hypersonic Flight Experiment (HYFLEX)＊

　

Shunji SUEMATSU　Fumiko ITOH　Kazuo IWASAKI
Akira TADA　Seizo SUZUKI

　

ABSTRACT
　Hypersonic Flight Experiment (HYFLEX) is one of the flight experiment series in the H-ⅡOrbiting Plane

(HOPE-X) project, Japan’s re-usable space transportation technology development project, and is the result of

joint research by National Aerospace Laboratory (NAL) and The National Space Depelopment Agancy of Japan

(NASDA). An experimental vehicle was launched from Tanegashima Space Center (TNSC) on February 12,

1996 by J-1 Rocket. This paper summarizes the system costucted by NAL to perform the flight experiment.

　

Keywords : Flight Experiment, HYFLEX, HOPE-X, J-1 Rocket

　

概　　要

　極超音速飛行実験（HYFLEX：Hypersonic Flight Experiment）は、航空宇宙技術研究所（NAL）と宇宙

開発事業団（NASDA）が共同研究で進めている再使用輸送システムの確立を目的とした、宇宙往還技術試

験機（HOPE-X）の研究開発の一環として実施された飛行実験である。本飛行実験機は、1996年2月12日

（月）にNASDA種子島宇宙センター（TNSC）からJ-1ロケット試験機第1号機（2段式）により打ち上げら

れた。この実験は、大規模野外実験に相当することから、NALとしてはNASDA打上げ隊と連携をとりな

がら、独自の実験隊を組織して実験に臨んだ。本報告は、その実験実施体制についてまとめたものである。

＊ 平成10年12月24日受付　（recieved 24 December

1998）

＊1 革新宇宙プロジェクト推進センター

　(Space Project and Research Center)

＊ 2 次世代航空機プロジェクト推進センター

　(Advanced Technology Aircraft Project Center)

＊ 3 構造材料総合研究グループ

　(Structures and Materials Research Center)
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飛行実験機／ J-Ⅰロケット試験機 1 号機打上隊（以下

NASDA打上隊と略す）と連携をとりながら実験を遂行し

た実験体制についてまとめたものである。

2.　実験の概要

　HYFLEX実験機は、図1および図2に示すようにJ-1ロ

ケット試験機第1号機（以降、J-1ロケットと略称する。）

のペイロードとしてTNSCの大崎射場から打ち上げられ

た。打ち上げは、当初2月1日に予定されていたがHYFLEX

実験機の制御系の不具合および気象状況等のために打ち

上げの延期が余儀なくされ、2月12日の打ち上げとなっ

た。

　HYFLEXは午前8時に打ち上げられた。8時3分58秒

（打ち上げから 238 秒後）に、紀伊半島南方の高度約

110kmにおいてJ-1ロケットから切り離され、しばらく自

由落下の後、動圧上昇に従って揚力滑空飛行に入る。正

常に誘導滑空飛行を行い各種飛行データを取得し、地上

局等にテレメトリー送信した。その後、大迎角減速を行

い、亜音速で減速用パラシュートを開傘し、小笠原父島

の北東約300kmの太平洋に軟着水した。実験機の諸元等

は図3および図4に示す。HYFLEX実験機の飛行概要に

ついては、付録1の実験等計画書の図2に示す。

2. 1　全体体制

　J-Ⅰロケット／HYFLEX打上げの全体は、NASDA打上

隊が担当して行った。以下の①～③は、NAL HYFLEX実

験隊および飛行実験部実験隊並びにNASDA打上隊が協

力して実施した。

　①種子島現地におけるHYFLEXの射場整備、打ち上げ

運用。

　②小笠原諸島父島におけるテレメトリー受信による

データ取得。

　③航空機によるHYFLEX実験機の捜索。

　NALの実験隊は、HYFLEX実験隊と飛行実験部実験隊

の二つの実験隊に分かれて編成された。HYFLEX実験隊

は、NAL HOPEチームの中心である新型航空機研究グ

ループが主体となって組織し、飛行実験部実験隊は実験

用航空機の運行を所掌する飛行実験部が主体となって組

織することが適切であるとの判断から別々に編成された。

本報告では、NALの実験隊が関わる部分を中心にまとめ

た。また、飛行実験部実験隊による実験用航空機ドルニ

エ（Do-228）機による回収支援についても若干述べる。飛

図1　J-Ⅰロケットフェアリング部に搭載された実験機

（種子島宇宙センター）

図2　J-Ⅰロケット試験機1号機の外観形状7）
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図3　HYFLEX Vehicle Configuration（機体3面図）

図4　HYFLEX

This document is provided by JAXA.
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行実験部実験隊はドルニエ機を使用するNAL独自の研究

を行うことでNASDA了解の基に、本実験に参画した。そ

の実験の実施にあたっては、人事院規則（10－ 4）に定

められた「野外実験等の場合の体制」に基づいた。

2. 2　飛行実験実施におけるNALの役割

　本実験は、NAL／NASDA HOPE研究共同チーム等が

実施しているHYFLEX 研究のハイライトである J-Ⅰロ

ケットによる極超音速飛行実験を行うに当たり、NAL／

NASDA共同チームとして、研究開発の成果を最大限に獲

得するために以下の方針で臨むこととした。

　①J-Ⅰロケット打ち上げは、NASDA打上隊が行う。

　②ペイロードたるHYFLEX は、NASDA 打上隊の

HYFLEX班とNAL実験隊が協力して責任を持つ。

　③HYFLEX実験機探索作業については、NASDA打上

隊の回収班とNAL飛行実験部実験隊が協力して実施

する。

　④NASDA打上隊の主任会議にNAL実験隊長および技

術班長が出席する。

　⑤宇宙開発委員会および科学技術庁への報告や対外発

表はNASDA打上隊とNAL実験隊が連盟で行う。

　このような方針を採ったのは、以下のような考え方に

基づく。NASDA打上隊による作業はJ-1ロケット試験機

1号機の打上げを含むものであるが、NALが関与すべき

はHYFLEX部分のみであることから①とされた。②にお

いて NAL が独自組織で参加することとした理由は、

NASDAの規定により打上隊はNASDAの役職員から構成

されるとされておりNALの職員を打上隊員に指名するこ

とができないことによる。これに対し、本打上げに関し

てのみNAL／NASDA共同の打上隊を組織することも理

論的には可能であるが、NALとは無関係であるJ-1ロケッ

トの打上げまでにNALが関与することは適当ではなく、

別組織とすることとした。しかし、現実には、NASDA打

上隊のHYFLEX班とNAL実験隊の技術班は事実上一体と

して活動した。③の探索作業に関してNALがNASDA打

上隊とは独自の組織にしたのも同様の事情による。一方、

飛行実験はHYFLEXの重要な部分であり、その観点から

打上げ作業における重要判断（実験機側の観点からの

GO/NOGO判断等）にもNALが寄与することが必要であ

ると考えられ、NASDA打上隊における重要事項の連絡・

調整が行われる主任会議にNALが参加することにより

NALへの情報伝達や意思決定へのNALの意向の反映を

担保しようとしたのが④である。⑤に関しても、飛行実

験がHYFLEX計画の最大の要素であるという認識から採

られたものである。

　以上の考え方を図5に示した。

図5　NAL実験隊とNASDA打上げ隊の関係

This document is provided by JAXA.
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3.　NAL HYFLEX実験隊および
  飛行実験部実験隊の体制

3. 1　NAL HYFLEX実験隊の体制

　実験体制については、以下の整備方針を基に、NAL

HYFLEX 実験隊を組織した。実験隊の業務としては、

HYFLEXの飛行実験に関し、射場整備、打ち上げ運用、

データ取得、回収等について必要な業務を行う。

　①NAL HOPEチーム組織内に、HYFLEX実験隊（図6）

を設ける。

　②実験隊の設置及び業務実施の重要事項は、NAL

HOPE推進会議に諮る。

　③実験隊の設置及び管理部、企画室等の職員のHOPE

チーム員への指名、健康安全管理規定・細則に基づ

く措置等の業務実施に必要な所内措置を講ずる。

　④実験隊業務は、添付資料2の協力協定に基づきNAL

／NASDA共同作業の一環として実施する。

　⑤実験隊業務のうち、管理業務はNAL HYFLEX実験隊

独自の業務として実施する。

　⑥実験隊業務のうち、技術業務はNASDAからの依頼

を受けて、NASDA打上隊支援として業務を実施す

る。

　実験隊は、図7に示す通り、NAL HOPEチームリーダ

を隊長とし、庶務班および技術班で組織される。

　また、本飛行実験は、新型航空機研究グループが実験

実施主体となったため、HYFLEX実験隊に属する職員は、

全員新型航空機研究グループへ併任した。実験隊の要員

およびその担当については、付録1の表1に示す。

（1）技術班

　技術班は、HYFLEX 打上げに関する射場整備および

NASDA打上隊（図8）に対し、HYFLEXに関する技術支

援を行うとともにHYFLEXの飛行実験に対し必要な助言

を行った。実際、図8に示す様に、技術班はNASDA打上

隊のHYFLEX班と共に打ち上げ業務に携わった。また、

射場班の小笠原係に対しても技術支援を行った。

（2）庶務班

　庶務班は、HOPEチーム総務班、企画室、管理部で構

成し、HYFLEXの飛行実験に対し、広報、庶務、渉外、安

全、連絡等を担当し、関係機関への説明・報告等を必要

に応じて行った。

図6　NAL HOPEチーム組織
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3. 2　飛行実験部実験隊の体制

　飛行実験部実験隊の要員については、付録1の表2に

示す。また、実施体制については付録1の飛行実施要領

の7ページに示す。飛行実験部実験隊は、実験用航空機

（Do-228）によりNASDAがチャーターした小型ジェット

機ガルフストリーム（G-Ⅱ）と協力し、着水後のHYFLEX

実験機の探索および回収支援を行った。

　J-1ロケットにより打ち上げられ正常に誘導制御され極

超音速飛行を行ったHYFLEX実験機は予定された小笠原

父島の北東海上に8時17分に着水した。着水後は、計画

通りフローティングバッグを展開し、ビーコン電波を発

射した。本実験はHYFLEX実験機の回収までを目的とし

ているため、NASDA打上隊の回収班がG-Ⅱ機と回収船

（第2静波丸）により回収に向かった。

　NALは、飛行実験部実験隊のDo-228機による回収支援

を行った。HYFLEX実験機の捜索は、G-Ⅱ機が主となり

必要に応じてDo-228機が協力する体制をとった。発見後

のHYFLEX機の監視は、両機が交代で行い燃料補給等に

よる空白時間を極力少なくするようにする計画を立てた。

　回収のための2機の航空機（Do-228機、G-Ⅱ機）（図9）

は八丈島空港を拠点とした。これらの航空機はフロー

ティングバッグから発射されるビーコン電波（着水位置

データ）を目標に着水予定海域まで飛行し探索を行った。

まず、8時28分にG-Ⅱ機がフローティングバックを発見

し、最初にシーマーカーを投下した。次いで、9時14分

にDo-228機がG-Ⅱ機の情報を元にフローティングバッグ

を発見し、回収船が発見し易い様に再度シーマーカーを

投下するとともに写真撮影（図10）した。写真には、フ

ローティングバッグの下で水中に浮遊するHYFLEX実験

機が確認できる。

図7　NAL HYFLEX実験隊

This document is provided by JAXA.
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図8　NASDA打上げ隊の組織7）
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ドルニエ（Do-228）機 ガルフストリーム（G-Ⅱ）機

図10　フローティングバッグの下に浮遊する実験機

図9　八丈島空港に駐機中の探索用航空機

This document is provided by JAXA.
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3. 3　現地における体制

（1）運用

　NAL HYFLEX実験隊として円滑に活動ができるように

TNSC内に庶務班事務所の提供をNASDA側に依頼し、技

術班と共に実験隊業務が出来る同一建物（衛星試験棟）

内の隣接した部屋を確保できた。電話、ファクシミリ等

はNASDA打上げ隊と共用し、庶務班としての運用に必

要な事務用品等は別途調達した。

　更に、実験隊員の宿泊場所とTNSC との往復および

TNSC現地での業務をより効率的に行うために、官用車

を1台NALより運搬した。しかし、技術班と庶務班の業

務の相違、宿泊場所の相違等から官用車1台では不十分

なため、種子島現地にてレンタカーを2台借り上げた。こ

れにより、現地での活動がより効果的に実施されること

となった。

（2）打ち上げ当日

　打ち上げ当日の体制については、付録1の図7に示す。

打ち上げ実験の統括指揮は竹崎指令管制棟（RCC）にて

行われる。NALの実験隊長、技術班長はこのRCCより実

験を監視した。

　また、技術班員は退避指令が出るまでは衛星試験棟に

て業務を遂行するが、退避勧告後は速やかに管理棟へ避

難した。一部の隊員は、小笠原追跡所等にて業務を遂行

した。

　庶務班は、竹崎観望台より実験を監視した。TNSC全

体の配置は付録1の図6に示す。

　一方、NAL本所においても、講堂のスクリーンに衛星

通信により当日の打ち上げ現地の映像を映し出し、所長、

管理部長を始めとした関係者がHYFLEX打上げを監視す

る体制をとった。

3. 4　健康・安全管理体制

　宇宙開発委員会安全評価部会では、（「J-Ⅰロケット試験

機第1号機による極超音速飛行実験（HYFLEX）に係わ

る安全の確保について」に関し、平成7年10月16日から

11月14日にかけて調査審議を行い、NASDAの安全対策

等に対する所見として地上安全対策、飛行安全対策およ

び安全管理体制は、「ロケットによる人工衛星等の打上げ

に係る安全評価のための基本方針」に規定する要件を満

たし、妥当であると考えられる。）との報告書がとりまと

められた。これにより、J-Ⅰロケット／HYFLEX実験機

の打上げが進められることとなり、NASDA打上隊はその

体制に従った。

　NAL実験隊は、HYFLEX打上げに関する部分について

はNASDA打上隊の定める規定等を遵守し、NAL実験隊

として独自に健康・安全管理体制を定めた。

（1） 安全講習会の受講。

　実験隊の業務遂行上の安全管理、健康管理のために定

められている人事院規則等、およびNASDAの安全に関

する種々の規程（射圏安全管理規定等）を遵守するもの

とし、実験隊員は、NASDA打上隊に準じNASDAが実施

する安全教育を受講することを義務とした。特に、TNSC

現地では立ち入り制限・禁止区域等かなり制約される箇

所が多いため、NAL HYFLEX実験隊員に対し周知させる

必要があった。そこで、NASDA打上管制部へ安全教育を

要請し、平成7年11月21日にNAL HOPE技術開発室会

議室にて、「HYFLEX 実験隊員安全教育」を開催した。

また、TNSC現地に於いても適宜、安全教育が実施され

関係者はその都度受講し、射場安全等に対する心懸けを

深めた。付録1の図8に安全管理体制図を示す。

（2）運行管理者および運転者の指名。

　また、前章で述べた実験隊の官用車（レンタカーを含

む）の運行に関しても規則を定めた。現地での官用車の

運転に際しては、予め運行管理者、運行管理者代理およ

び運転者を指名し、道路交通法等関連法規を遵守し、安

全を第一として運行を心懸けることとした。

　官用車は、業務に必要な人員の移動、物資の運搬に使

用し、自動車運転日誌を備え付け、運行状態を記録する

こととした。

（3）健康・安全管理責任者の指名

　本実験が人事院規則（10－ 4）の「野外実験等の場合

の体制」に該当することから、実験隊業務の遂行に当

たって、健康管理および安全管理に対する責任者を指名

する必要が生じた。安全管理関係の事務処理等に関して

は、この規則に従って実施した。

　「科学技術庁職員健康安全管理規程」第7条および「航

空宇宙技術研究所職員健康安全管理細則」第7条により、

「HYFLEX飛行実験」に係る健康・安全管理責任者として、

HYFLEX実験隊技術班長が指名され、本実験に係わる「実

験等計画書」（付録1）を作成し、健康安全主任者（HYFLEX

実験隊隊長）を通して所長に提出された。

　また、飛行実験部実験隊においても、健康・安全管理

責任者にはドルニエ機機長が指名され、「実験等計画書」

（付録1）が健康安全主任者（飛行実験部長）を通して所

長へ提出された。

3. 5　広報、情報伝達体制

　広報および情報伝達は、プロジェクトを推進する上で

非常に重要な役割を演じる。特に、HYFLEXの実験にお

いては日本で初めての極超音速飛行実験であり、学術的

にも一般的にも各種報道機関を通じて広く国民に広報す

る必要がある。

（1）広報

　NAL HYFLEX実験隊は、広報等に関してNASDAと基

This document is provided by JAXA.
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本的な考え方を申し合わせた。まず、宇宙開発委員会、科

学技術庁、プレス等への報告および発表に際しては、

NAL、NASDAの連名とすることとした。また、打ち上げ

現地における対外発表、特に記者会見等に際しては、図

11および図12に示すようにNAL HOPEチームリーダま

たはサブリーダを派遣してNASDA 側責任者とともに

NAL側技術責任者として臨むこととした。

　また、HYFLEX実験機の制御系不具合および気象状況

等により打ち上げが延期になった際、NAL HYFLEX実験

隊の庶務班および技術班の担当者はNASDA広報担当と

同一に行動し、TNSC竹崎観望台に用意されたプレス対

応室にて対処した。

（2）情報伝達

　情報の伝達に関しては、図13に示すとおりHYFLEX打

上げ情報連絡体制を制定した。NALにおいては、HOPE

研究管理室にHYFLEX 実験隊庶務班長を情報の窓口と

し、NAL内は安全施設課を中核として関係各部署および

所長まで情報を伝達する。

　また、科学技術庁に対しては、HYFLEX実験隊庶務班

長より企画室長を通じ情報を伝える体制をとった。

　一方、TNSC現地においては、HYFLEX実験隊庶務班

員の広報・渉外担当が窓口となり、NASDA渉外担当また

は、NAL本所の庶務班長との連絡等情報伝達の体制を確

立した。また、NAL　HYFLEX実験隊長が現地に駐在し

た場合も現地での庶務班の広報・渉外担当者から情報が

伝達出来るような体制を整えた。

　さらに、大規模野外実験としての本実験に対し、NAL

実験隊はTNSC、小笠原及び八丈島に隊員を配置して実

験に参画するが、NAL本所（講堂）においても衛星通信

による映像を映し出し監視することで、所要の情報を得

る体制をとった。

3. 6　緊急時の体制

　万一、事故が発生した場合のHYFLEX実験隊の連絡体

制は、付録1の図9および図10に示してある。事故発生

の場合、NASDA に事故対策本部が設置された場合は、

HYFLEX 実験隊の現地での庶務班または技術班長は

NASDA現地事故対策本部の通信連絡班および広報班と連

携をとり、NAL本所の庶務班長へ連絡・通報する。また、

HYFLEX実験隊長がTNSC現地に駐在している場合は、

隊長へ直接連絡・通報する。

　また、NAL本所においては、NASDA本社に対策本部

が設置された場合は、付録1に示す「極超音速飛行実験

における緊急及び事故時の航空宇宙技術研究所内対策に

ついて」に基づいて対処する。NASDA側の対策について

は、「打上げ計画書」7）に示されている。一方、飛行実験

部実験隊のドルニエ機による回収支援の実験についての

事故発生の場合は、付録1に示す「航空機の飛行実験に

おける緊急及び事故時の航空宇宙技術研究所内対策につ

いて」により対処する。

図11　NAL／NASDA共同での記者会見

（NAL実験隊長）

図12　NAL／NASDA共同での記者会見

（NAL技術班長）
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図13　HYFLEX打上げ情報連絡体制
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4.　飛行実験前後の活動について

（1）NAL HYFLEX実験隊の宿泊施設

　NAL HYFLEX実験隊が、打ち上げ現地での活動が効率

的に実施できるようTNSCおよび適切な宿泊場所確保等

のための調査を行った。宿泊場所に関して、技術班は

NASDA打上隊HYFLEX班と同一宿泊施設を利用したが、

庶務班は独自に確保する必要がある。そのため、種子島

内の南種子町にHYFLEXの飛行実験準備から終了に至る

までの間の宿泊場所を確保する必要があった。

　一方、NAL HYFLEX実験隊隊長は、実験準備の進捗状

況についての打ち合わせ・検討、および緊急連絡等が可

能となるようにNASDA打上げ隊中枢部隊が宿泊する場

所と同一場所に宿泊場所を確保するように調整した。宿

泊場所の確保については、種子島という狭い場所での一

定期間の予約確保はかなり困難である。打ち上げに際し

ては、NAL、NASDAの隊員のみならず、プレス等の報道

関係者、J-Ⅰロケット関係者、一般見学者を含めると相当

数の人間が種子島の人口を一時的に増加させる。当然の

ことながら種子島への出入りの航空便、船便の確保も同

様に困難を極める期間であった。

（2）Do-228機による受信データの輸送

　HYFLEX実験機よりのテレメトリーデータは、小笠原

地上局、船舶局、航空機局で受信され、本来は次のよう

な予定で運搬、解析を行う計画であった。

　①小笠原地上局の受信データは、NASDA職員が定期船

で持ち帰り、東京に到着後種子島宇宙センターに輸

送する。

　②船舶局受信データは、名古屋港入港後、TNSCに輸

送する。

　③航空機局受信データは、名古屋空港帰投後、TNSCに

輸送する。

　その後、いずれもTNSCのAGE（Aerospace Ground

Equipment：地上支援装置）で読み取る。

　しかし、HYFLEX実験機の回収原因究明等の関係で、可

能な限り早期の読み取り、一次解析が必要となり次のよ

うな対応をとった。

　①回収船（第2静波丸）が、小笠原父島に入港し地上

局データを受け取る。

　②回収船は、その後八丈島に直行し、八丈島空港で待

機しているDo-228機に小笠原地上局受信データおよ

び船舶局受信データを渡す。

　③Do-228機は、回収船から受け取った地上局、船舶局

受信データおよびG-Ⅱ機より受け取った航空機局受

信データを八丈島空港から種子島空港に空輸し、種

子島宇宙センターのNASDA打上隊に引き渡した。

　データの種子島空港到着は14日の午後3時45分であっ

た。その後直ちにTNSCのデータ処理担当に受信データ

が手渡された。この結果、HYFLEX実験機着水から2日

余りでデータの読み取り作業が開始された。出力された

ペンレコーダデータは、NAL本所内のHOPE技術開発室

にFAXされ、一次解析が行われた。これは、定期船の運

行曜日にも依存するが最悪10日以上かかることを当初予

定していたのに比べると大幅に短縮された。

　このように、テープ輸送によるオフライン処理である

にもかかわらず、Do-228機の寄与により極めて早期に解

析を行うことができた。これにより、着水までのHYFLEX

実験機の飛行には問題が無かったことが確認され、回収

失敗原因の早期特定を可能にした。

（3）愛称

　愛称については、HYFLEXの実験にともない、NAL企

画室、NASDA広報室と連携をとり愛称審査委員会を設置

し、NAL、NASDAおよび関係機関等に対して愛称の募集

を行った。

　募集方法は、NAL／NASDA および主要製作メーカ

（MHI、IHI、FHI、KHI、NEC、MSS、東芝、JEC、日産、

明星電気、日立、神鋼電気等）において社内募集の形式

で実施し、選定することとした。

　応募愛称の審査は、NALおよびNASDAの関係者それ

ぞれ6名のメンバーからなる審査委員会により中間審査

を行い、事前に商標として使用されていないかを調査し

た。その後、候補案を絞り、NALは部室連絡会議・所義、

NASDAは部長会議・理事会へ諮り、所長および理事長の

合意により決定することとした。

　審査委員会の構成員としては、NAL側は、企画室長、管

理部長、研究委員会委員長、研究委員会副委員長、HOPE

チームよりチームリーダおよび総務班長。また、NASDA

側は総務部長、広報室長、宇宙輸送システム本部副部長

および部長、企画室開発部員、計画管理部課長代理で構

成した。

　募集スケジュールは平成7年10月上旬募集開始、10月

下旬締め切り、11月中間審査、12月下旬NAL部室連絡

会議、NASDA部長会議報告、平成8年1月上旬NAL所

議、NASDA理事会にて最終決定、2月上旬HYFLEX打上

げ後、所長および理事長より共同発表することとした。

　その結果、HYFLEXに関しては、NALより10件、NASDA

より58件、関係メーカより29件（8社）、合計97件の応

募があった。

　審査結果は、「ハイフレックス」と命名された。

　選定理由は、「プロジェクト名を端的に表した略称であ

り、しかも発音した際の響きが良いことからすでに愛称

と同様親しまれ使われてきたことによる。」ことで決定し

た。

　なお、同時に募集した小型自動着陸実験（ALFLEX）に
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おいても同様の選定理由から「アルフレックス」と愛称

が付けられた。

5.　あとがき

　今回の極超音速飛行実験の実施に当たっては、人事院

が定める大規模野外実験に相当することから NA L

HYFLEX実験隊および飛行実験部実験隊は、NASDA打上

隊と連携・支援を受けながら実験体制を確立し、実験業

務の安全管理を行った。宇宙開発委員会技術評価部会の

総合意見にも述べられている通り、HYFLEX実験機の回

収こそ失敗したが、極超音速飛行実験は総合的にみれば

その目的が達成された。実験実施に至るまでの安全教育

の実施や健康安全管理体制を充実させたことが大過無く

実験を終了できた大きな要因である。また、飛行実験部

実験隊のドルニエ機によるHYFLEX実験機の回収支援

や、その後のデータ輸送には大きな機動力を発揮するこ

とができた。

　実験隊体制の制定、緊急時及び事故時等各体制に関す

る対策の策定および実験遂行に関して、科学技術庁航空

宇宙開発課およびNAL企画室ならびに管理部等関係各部

署に多大なるご協力を頂きました。ここに記して心より

感謝致します。

付録1　実験等計画書

付録2　HOPEの研究に関する協力協定
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